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はじめに p１ 

Ⅰ． 学校被災  

 １．火災への対応 P１１ 

 ２．風水害への対応 P１５ 

 ３．地震・津波への対応 P１７ 

Ⅱ． 学校事故等  

 １．学校における児童に事故への対応 P２１ 

   ※学校における職員の事故（児童の事故に準じる）  

 ２．いじめへの対応 P２３ 

 ３．不登校への対応 P２５ 

 ４．体罰への対応 P２７ 

Ⅲ． 学校外での問題行動・事故  

 １．万引き・窃盗事件への対応 p２９ 

 ２．学校外における児童の事故 P３１ 

 ３．学校外における職員の事故 P３２ 

Ⅳ． 緊急・特殊な事件  

 １．不審者発見に対して P３４ 

 （緊急度が低い場合） P３５ 

 （緊急度が高い場合） P３６ 

 ２．当面の対応策 P３７ 

Ⅴ．報道機関への対応  

 １．報道機関への対応 P３８ 

○火災報知機鳴動における管理マニュアル P４０ 

○救急車対応マニュアル緊急連絡先 P４２ 

○緊急連絡先 P４３ 

○全職員必携 「危機事象への対応基準【緊急対応】」  

○緊急連絡網（職員）  

注：網掛けの部分を抜き出しています。 
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は    じ    め    に 

 

○学校の危機管理 

  危機管理には、予防的措置と事後措置があるが、教育現場における危機管理とは、基

本的に、事前管理に当たる予防的措置にあるという認識をもつことが何よりも重要なこ

とである。 

特に学校で考えられる主な危機事象としては、 

・児童生徒による犯罪や事故に伴う危機事象 

・教育活動の中での危機事象（学校事故） 

・教職員の人権侵害に伴う危機事象 

・教職員による犯罪や事故に伴う危機事象 

・非常災害時の危機事象 

・事務処理上の過誤に伴う危機事象 

・人間関係のトラブルに起因する危機事象 

などが想定される。 

 

○危機対応の留意事項 

  児童生徒の安全・安心、人権の確保が危機管理で最も大切なことである。実際の危機

対応では、以下の点をおさえておくことが重要である。 

① 迅速・確実な初期対応 

② 情報共有レベルと範囲の明確化 

③ 社会的な視点 

④ 平常時の備え 

⑤ 管理職の役割 

  本マニュアルでは、○○小学校で問題が発生した場合の基本的な対応の手順を示して

いる。それぞれの危機事象について、対応方法の確認や改善策の検討を行うなど、常に

危機管理体制を点検・整備することが重要である。 

日ごろから、各人の役割の確認と意識向上のための実地的な訓練やシミュレーション、

緊急時における対応を確認しておく。しかし、災害、事故、児童指導上の問題等は、

予測を超えて発生する場合も多い。それらの緊急事態に対して、状況を的確に把握し、

冷静に判断・行動ができるために、常に問題の発生を想定し「どう対処するか」とい

うことを常に意識しておかねばならない。 
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○危機管理の目的 

  教育現場における緊急・異常事態への適切な対応は、日常の教育活動の円滑な展開や

教育への信頼確保のために重要なことであり、教職員一人一人が、日ごろから危機管理

意識をもつことが重要である。 

≪危機管理を進める上でのポイント≫ 

○ 児童及び教職員の安全を確保する。 

○ 学校と児童、保護者、地域社会との信頼関係を保つ。  

○ 組織的で迅速かつ的確な対応により、学校を安定した状態にする。  

○ 日ごろから、学校における危機管理を目的として、危機を予知・回避するための方

策を講じるとともに、一旦、危機的状況が発生した場合には、被害や問題を最小限に

とどめるための適切な対応を取る。 

（初期対応では、最悪の場合を想定した対応が望ましい）   

 

○危機管理のプロセス 

(1)平常時の危機管理 

○危機の予知・予測 

・過去の事件・事故についての事例研究や分析とともに最近の傾向を把握しておく。  

・校内における情報収集に努める。  

・保護者、地域住民等からの情報収集に努める。 

・学校や地域の実態及び社会の情勢変化等を踏まえ、様々な危機を予測する。 

○危機の未然防止に向けた取組 

・危機に対応する体制を整備する。  

・研修や訓練等を実施し、危機発生時に備える。  

・児童、保護者に事件・事故の未然防止に向けた啓発を行う。  

・保護者や地域住民、警察、消防、病院などとの連携を図り、危機発生時の協力を得る。 

(2)緊急時の危機管理 

○危機発生時の対応 

・素早い対応に努める。  

・指揮系統及び役割分担を明確にする。  

・全教職員で情報を共有する。  

・当事者や児童へのケアを十分に行う。  

・誹謗・中傷から当事者や児童を守る。  

・関係機関との連携を密にする。  

・外部対応の窓口は一本化する。  

・情報の拡散等による二次被害を防止する。  

・保護者や地域住民等に対し、十分な説明を行う。  

・すべての記録を残す。 
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(3)収束時の危機管理 

○対応の総括と再発防止に向けた取組 

・危機が発生した原因を究明する。  

・危機に対応した際の課題を明確にする。  

・危機管理マニュアルの見直しを図る。  

・校内体制の点検・再構成を図る。 

・児童、保護者への再発防止の啓発を行う。 

○信頼回復に向けた取組 

・学校内外の関係者に対し、文書の配布やホームページへの掲載などにより、事故の

状況や謝罪、再発防止策、協力依頼などを周知する。  

・児童や教職員によるボランティア活動、地域と連携した教育活動などを積極的に実

施する。 

・学校内外における啓発運動など、モラル向上のためのキャンペーン等を実施する。 

○緊急事態の発生に備えた体制づくり 

(1)学校内の役割分担 

 ① 管理職の主な役割  

・年度当初、校務分掌に沿った危機対応チームを組織し、各自の役割を明確にす

る。 

・教職員の緊急連絡網を整備する。 

・危機対応に関係する地域の関係機関との緊急連絡体制を整備し、連携を図る。 

・危機対応に係る教職員用資料（危機管理マニュアル）を作成・配布し、訓練・

校内研修等を実施する。 

・日常的に発生する小さな問題行動に対し、組織として対応する訓練を実施する。 

・教職員に対して、事件・事故発生時には、その内容及び対応状況を時系列に沿

って詳細かつ正確に記録するよう徹底しておく。 

・県教育委員会や報道機関への対応など、対外的な対応窓口を担当する。 

・教職員の健康管理を行う。 

② 教務主任の主な役割  

・管理職が不在の場合、外部対応等の代行・代決を担う。 

・児童の学習活動の管理・整備を行う。 

・学校通信や学校だより等を活用し、児童や保護者に対して危機対応への理解と

協力を呼びかる。 

・地域住民との連絡調整を図る。 

③ 生徒指導担当の主な役割  

・危機を誘発するおそれがある事柄（予見）について職員に伝達し、回避のため

の対応を徹底する。 

・事件・事故に係る対応記録を作成・整理する。 

・危機発生時の児童への緊急連絡方法などの指導及び支援を行う。 

・警察等の関係機関との連携を図る。 
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学校教育法施行規則（第 70 条第 4項）  

生徒指導主事は、校長の監督を受け、生徒指導に関する事項をつかさどり、当該

事項について連絡調整及び指導、助言に当たる。 

④ 学年主任、学級担当の主な役割  

・児童の変化を敏感に感じ取るとともに安心・安全な学校の雰囲気づくりに努める。 

・児童へ心理的・物理的危機をもたらす可能性がある事物は、学校から取り除く。 

・危機発生時の児童の避難・誘導、安全確保を行う。 

・応急処置や心のケアが行えるようなスキルや基本的知識を高める。 

・学年・学級の保護者全員への緊急連絡網を整備する。（個人情報保護に注意） 

⑤ 養護教諭、保健主事の主な役割  

・地域の救急医療や精神保健などの専門機関と連携し、協力体制を確立しておく。 

・基本的な応急手当（止血等）、救命処置（心肺蘇生・ＡＥＤの使用等）や、カウン

セリングの基本等について、校内研修会を計画的に実施する。 

(2)校外活動時の危機管理体制 

① 引率教職員と学校との連絡方法を明確化 

・引率教職員への連絡方法（携帯電話等）及び活動場所や時間を記載した校外活動

計画書を職員室内のホワイトボードに掲示し、連絡が確実に取れる体制を整える。 

・引率教職員は、学校へ定時連絡を行い、活動状況を報告する。 

② 校外活動開始の際の児童への指導 

・複数人で行動することを原則とし、緊急時の連絡先、集合場所を周知しておく。 

・危機的状況に遭遇した場合、大声で助けを求めるなど、具体的な指示を行う。 

・宿泊を伴う活動の場合、宿泊施設における避難経路を確認するとともに、避難後

の集合場所、人員確認の方法等を明確にしておく。 

 

○危機事象発生時の対応 

(1)危機発生時の対応 

危機発生時に居合わせた教職員は、危機発生現場で（危機管理マニュアル等に従っ

て）冷静に判断し、予め定めた役割分担に応じて行動する。併せて、直ちに管理職に

対する報告を行う。 

 (2)対策本部の設置 

① 危機発生の報告があれば、管理職は直ちに関係者を集合させ、「対策本部」を組織

し、情報の収集や分析、危機への対応方針等の決定を行う。 

② 管理職は、危機の状況を的確に判断し、全職員に対して「緊急対応（緊急体制）

を実施する」旨を発し、危機管理の役割分担等について指示を行う。 

③ 対策本部での決定事項等を全職員が共有し、直ちに危機管理体制を構築する。 

④ 教育現場で発生した危機的事態の中で、特に緊急かつ重大な事態を引き起こす恐

れがある危機的状況については、管理職は市教育委員会等に対して支援要請を行う。 
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【危機発生時の校内体制概要図】 
 

＜指示系統＞  

 

 

 

 

 

  ※情報の一括管理 

  ※危機対応の方針決定 
 

＜対応の流れと役割分担＞ 

① 事件・事故発生（発見）、応急処置 

② 関係機関（市教育委員会、警察、消防署等）への通報・協力要請 

③ 全職員による対応 

№ 対応内容 担当者 

１ 全体の指揮・外
対応 管理職 

２ 全校児童（保護者）対応 教務主任 

３ 事件・事故の処理 生徒指導担当、（当事者、発見者） 

４ 避難・誘導、安全確保 学年
主任（
担任、授業担当者） 

５ 応急手当・医療機関対応 養護教諭 

６ 電話（窓口）応対、記録 事務職員 

④ 事後処理、再発防止に向けた取組 

 (3) 正確な情報の収集と共有化及び関係機関との連携 

危機発生時は、正確な情報の収集と全体での共有化が重要である。また、関係機関

（県教育委員会、警察、消防署等）や地域、保護者とは、日ごろから連携を図り、危

機発生時は勿論、平常時においても指導･助言等が得られるよう努めておく。 

(4) 保護者・地域社会との連携 

日ごろから連絡体制を整備し、保護者や地域の協力を得ながら危機の解決や児童生

徒の安全・安心の確保や施設設備等を守る体制の整備に努める。 

 (5) 通信手段の確保及び報道機関への対応 

自然災害等被害が広域に及ぶ場合なども想定し、日ごろから複数の通信手段を確保

するなど、緊急事態に備える。 

また、報道機関への対応については、情報の混乱等を避けるため、組織として外部

対応の窓口は管理職に一本化し、単独での応対は避ける。 

※管理職、関係職員により状況に応じて組織 

対策本部 

校長 教頭・事務長 

教務主任 

生徒指導担当 

学年主任 

関係職員 

 

 

全職員 
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○危機発生時の情報伝達体制 

(1)第１報の伝達内容 

報告（連絡）の際は、次の項目を伝達する。一部の項目が不明な状況であっても、

まずは、できる限り早く第１報を入れる。 

【第１報での報告事項】 

優先度                            内  容 

① （概  要）： 何が起きたか 

② （被害状況）： 誰が、何に （人的・物的状況） 

③ （発生日時）： いつ       （発生場所）： どこで 

④ （発生原因）： なぜ       （対応状況）： どのように 

【対象となる項目（事例の概要）】 

大分類 内      容 

児童に関するこ

と 

問題行動（逮捕事案、重大ないじめ、差別・人権侵害等） 

犯罪被害（不審者侵入、誘拐、重大な傷害事件等） 

爆破予告、飲料水への毒物混入等 

学校施設・設備利用中の事故 

交通事故（登下校時の死傷事故等） 

部活動時の重大事故（熱中症、死亡・重体事故等） ※中学校 

学習活動時の重大事故（実験実習中の事故、校外活動時の事故等） 

健康被害（食中毒、アレルギー、感染症等） 

教職員に関する

こと 

重大な交通事故・交通違反（死亡事故、飲酒運転等） 

職務に影響する重大な健康不安 

不祥事(暴力行為、セクシュアルハラスメント、個人情報紛失、横領等) 

施設等に関する

こと 

学校施設に起因する重大事故 

災害による重大な施設・設備被害 

学校内における盗難・破壊被害 

                     教育現場における安全管理の手引き Ver.2.5 より 

(2) 危機発生時の教職員の連絡対応の在り方 

① 外部から児童生徒の交通事故等の連絡を受けた教職員の対応 

ア）状況を記録する。 

緊急の場合は、まずは簡単なメモでもよいが、その後は、時系列に状況把握が

できるよう、詳細な記録を残しておく。（記載責任者を明確にする） 

イ）管理職、当該の児童の担任や保護者、生徒指導主事等に連絡をし、即座に対応を

検討する。 

ウ）基本的に、関係の教職員がまず現場に直行し、他の教職員は警察や消防署等と

連絡を取り合うなど、詳しい状況の把握に努める。（なお、外部に出向いた教職員

は学校に定期的に情報提供を行い、指示を仰ぐ） 
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エ）搬送先の病院等が確認できたら、担任や学年主任等は病院に向かう。 

オ）以後は、様々な状況が考えられるので、管理職の指示を待つ。 

② 勤務時間外に事件・事故等に遭遇した教職員の対応 

ア）初期対応 

・児童の生命の危機を回避する措置を最優先する。 

・併せて、その場の状況に応じた適切な対応を行うとともに、直ちに管理職に連

絡を取り、その後の対応についての指示を受ける。 

イ）関係者への連絡 

・速やかに保護者へ連絡する。（具体的な対応の仕方は、状況に応じて異なる） 

［ケース１］担任（又は学年主任）が家庭に連絡する 

［ケース２］状況を把握している教職員が家庭に連絡する 

［ケース３］学校に残っている教職員が家庭に連絡する 

(3) 正確かつ詳細な記録の整理と保存及び報告 

① 事故、事件等の概要（発生日時、関係児童生徒名、事故等の内容、被害状況等） 

② 学校からの連絡及び対応状況 

・児童及び保護者、教職員、ＰＴＡ等の動きなどを時系列で簡潔に記録しておく。 

・周囲の関係者（児童を含む）からも情報収集し記録しておく 

③ 警察・消防等の関係機関との連携状況 

④ 報道機関への対応状況（報道機関名、学校の対応者、説明内容等） 

【危機発生後の記録】                  記録者  ○○ ○○○   

月日 時間 事案の概要 

児童の状況・学校の動き・保護者等への対応状況等 

備考 

H22.12.2 14:25 

 

 

・算数の授業中に突然意識不明となったため、救急車を依頼し

○○病院に搬送 

・市教委（○○）に校長が電話報告（第１報） 

 

 14:35 

14：40 

 

・校長と担任が病院へ直行 

・病院で母親と合流し、事故の状況説明 

 

・・・・ ・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・ 

・・・・・・ 

・・ 

  （注意）記録の作成に当たっては、必ず、担当者を決めて整理しておく。 

⑥  市教育委員会への報告書の提出 

 

 

 

 



 

８ 

 (4) 学校内の情報伝達経路 

学校においては、それぞれの事象に応じた連絡網を整備する。休日や夜間等におけ

る連絡網を年度初めに全職員が持つ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○緊急時は、原則として管理職が市町教育 

委員会に報告（第１報）する。 

 

○特に重大な事案等の場合は、管理職は、 

市町教育委員会への報告と同時に、東 

部教育事務所に対して、連絡を行う。 

 

市 教 育 委 員 会 
・状 況 把 握 
・情 報 伝 達 
・対 応 指 示 
・教育現場への支援 
・外部対応等の支援 

 
 
 

①応急措置 

②救急車の要請 

③事情聴取 

④救急隊員の指示

に従う 

負傷者の措置  
 
 

①動揺を鎮める 

②現場からの移動 

③関係者からの事

情聴取 

（５Ｗ１Ｈ） 

周囲への配慮  
 
 

①施錠やロープ等

での立入禁止措

置 

②現場保存 

③現場写真の撮影 

現場の保存 

全職員 ※基本的に全職員（複数）で対応 

関係者 

（保護者等） 
 
・事実伝達 

・事後対応 

児童生徒 

（一般保護者） 
 
・状況説明 

・安全確認 

・不安の払拭 

消防署 
 
・救急車要請 

・消防車要請 

・救助要請 

警察署 
 
・状況報告 

・派遣要請 

・救助要請 

病院等 
 
・医師へ連絡 

・付き添い等 

 事件・事故発生（覚知） 

～発見・通報～ 

 

指示 

報告 

指示 
・ 

支援 

報告 
・ 

協議 
・ 

要請 

◎対策本部の設置 
 
 

①情報収集・事実の整

理 

②対応方針の決定 

③記録 

④外部対応 

対策本部の設置 

管理職等で組織 



 

９ 

 

 

１ 緊急事由の定義  

・不審者等による児童の身体・生命に関わる場合 

・犯罪等の発生により直接的・間接的に児童に影響が懸念される場合 

・台風や大雨等の風水害、大雪などにより、下校時の安全確保が必要な場合 

・教育委員会（県、市町）からの緊急対応の指示があった場合 

２ 対応のポイント（平素の万全な準備が最大の危機管理） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

○正確な情報把握と予見（事件の発生、不審者徘徊、台風等の自然災害他） 

○情報は、警察、教育委員会（県、市）、地域、保護者、児童生徒、インターネット

等から入ることが多い。 

○各方面に問い合わせて正確な情報かを確認し、状況を全教職員が把握できるよう

職員室等の黒板に板書・整理するなど情報の共有を図る。 

○危険の程度を的確に判断する。 

○教育委員会（県、市）から指示があれば従う。 

○教職員への伝達を含む以後の素早い対応を検討する。 

 

○各教室に状況説明をするとともに、教

職員に対し、次の行動を指示する。 

・運動場（グラウンド）、体育館の場合は、

教職員が直接伝令する。 

・自習クラス等がある場合は、職員室に

残っている教職員が必ず入る。 

 

○校内放送で「○○について会議を開き

ますので、担当の先生方は△△へお集

まりください。」などと連絡し、教職員

（担任等）を職員室に集める。 

○事態を周知徹底し、指示をする。 

○並行して校内を巡回する。 

○緊急を要する場合は児童を教室に戻

し、点呼確認する。 

（原則として児童を動かさない） 

緊急下校時の留意点① 

児童の安全確保 

 

 

○保護者及びＰＴＡ等に連絡する。 

○緊急メール配信、余裕があれば「学校

からのお知らせ」等を配布する。 

○教職員は、通学路の安全を確認する。 

○保護者不在の場合は、学校に留め置く。 

○市教育委員会に措置を報告する。 

 

○学校長をはじめ教職員はハンドマイク

等を携行し、学校内外を巡回する。 

○保護者へ「学校からのお知らせ」等を

配布する。 

○市教育委員会に措置を報告する。 

一斉下校 

※原則として児童を動かさない。 

※状況の変化により、警察、消防署、県教委へ連絡し、協力を要請する。 

授業中の場合 休み時間等の場合 

緊急に一斉下校させる場合 授業終了後に一斉下校させる場合 



 

１０ 

 
 
３ 対応レベル（危機対応基準） 

  
 
４ その他の注意事項 

日ごろから、校外活動中の事件・事故への対応については十分に留意する。 
・危機発生時の役割分担。 
・児童の中で負傷者が出た場合の搬送（誰が、どこに）について、確実な把握。 
・常時使用できる連絡手段（携帯電話等）の準備・携帯。 

 
 
 
 

危機の度合 緊急対応の視点（留意点） 

高レベル 
 

（特に緊急を
要する事例） 

●校長から次の指示があるまで児童は学校待機 
●委員会活動等の中止 
●ＰＴＡ役員の臨時招集（携帯電話持参の依頼） 
 
≪緊急下校が危険である場合≫ 
●保護者連絡（緊急迎えの依頼） 
●引き渡し者（事前登録）への児童の引き渡し 
●保護者不在の場合は、連絡が取れるまで学校待機 
●教職員による安全確保 
●事後措置について市教育委員会へ連絡 

中レベル 

●教職員による通学路の安全確認 
●委員会活動等の中止 
●児童の人員確認と下校指導（下校時の注意事項） 
●保護者への一斉下校への協力依頼 
●緊急一斉下校 
 ・教職員は複数で体制 
 ・携帯電話等の連絡方法の確保 
 ・平素からの緊急下校指導 
●教職員とＰＴＡ等との協力による通学路、現地での指導 
●完全下校確認 
●事後措置について市教育委員会へ連絡 

低レベル 
（その他） 

●校長の判断による対応 
●事後措置について市教育委員会へ連絡 

緊急下校時の留意点② 



 

１５ 

Ⅰ   学  校  被  災 

１ 火災への対応（省略）（11 ページから 14 ページ） 

２ 風水害等（河川の氾濫を含む）への対応 

 

◎職員在勤中で風水害による被災が予想される場合 

 風水害等発生   ・周囲の状況並びに気象情報等により、風水害等発生の恐れが予

想される場合 

↓       

 情報の収集    ・テレビ、ラジオ、インターネット等から今後の気象に関する 

 校長・教頭     情報を収集する。 

・児童の通学路の安全については、保護者と連絡をとり、その情 

↓       報を収集する。 

臨時職員会議   ・得た情報を確認し、今後の対応として下校の時間及びその方法、 

  全職員      児童への指導事項等について検討する。 

↓ 

 児童下校     ・職員会議で検討し、校長の決定を受け、児童を下校させる。 

 学級担任 

◎職員不在時の風水害被害 

 校長・教頭間協議、及び佐賀市教育委員会との連絡等により、児童及び職員の措置に

ついて次の項目を検討する。市町の避難情報の発令や地域住民の自主避難等の情報に留

意する。 

児 童 の 措 置    緊急メール「さがんメール」による連絡文例 

  臨 時 休 校   ○○のため、本日は臨時休校とします。         

 始業を遅らせての登校 ○○のため、今日は朝○時○分登校とします。 

  自 宅 待 機   ○○のため、次の連絡があるまでは、自宅から出さずに家で

待機させてください。 

職 員 の 措 置          連絡網による伝達内容         

            ○○の状況ですが、通勤経路の安全を確認して出勤するよう 

   出   勤    連絡網で流してください。なお、通勤経路の寸断により通勤 

            不能な場合は、その旨連絡ください。 

            ○○のため、本日は次の連絡が届くまでは、自宅待機をして 

自 宅 待 機   ください。なお、この件については、連絡網によって次の方 

          に連絡してください。 

            ○○のため、本日は朝○時○分に(風雨がおさまってから)出 

指定時刻出勤   勤してください。なお、それまでは自宅待機ということも付

け加えて、連絡網で次の方に連絡してください。 



 

１６ 

●風水害等への対応メモ 

 

  １ 現在発表されている気象情報等(平成  年  月  日  時  分現在) 

 発令されている 

警報・注意報 

           現在位置(東経   度   分、北緯   度  分) 

台風の場合      中心気圧(   )hpa  最大風速(    )ｍ 

    その情報    進行経路と速度(     )へ毎時(    )ｋｍ 

            最大接近予想時刻(   月   日   時   分) 

  地域の情報 

 

予想される今後の状況 

 

  ２ 各地区別の現在の通学路の状況 

 地区名  通学路の状況  地区名  通学路の状況  地区名  通学路の状況 

 １区           ９区           １８区 

 ２区           １０区          １９区 

 ３区           １１区          ２０区 

 ４区           １２区          ２１区 

 ５区           １３区          ２２区 

 ６区東          １４区          ２３区北 

 ６区西          １５区南         ２３区南 

 ７区           １５区西         ２４区 

 ８区北          １６区          ２５区 

 ８区南          １７区          ２６区 

  ３ 臨時職員会議 

   (１) 現在状況(上記)の確認 

   (２) 児童への対応 

    ○在校時            ○在宅時 

     ① 児童下校の時刻       ① 児童措置の形態 

     ② 下校の方法          (臨時休業、延刻登校、自宅待機等) 

     ③ 指導内容          ② 職員の配置 

     ④ 在校時間帯の措置       (出勤、自宅待機、指定時刻出勤等) 

     ⑤ 保護者への連絡       ③ 保護者への連絡 

                     ④ 職員への連絡 

(３) その他 

３ 地震・津波への対応（省略 17 ページ～） 

（以下略） 


